意見
１　決算概要について
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19年度 18年度 差引

31,058 31,633 △ 575

30,573 31,137 △ 565

14,260 12,806 1,455

法 人 二 税 5,667 5,490 177

地 方 消 費 税 2,704 2,764 △ 60

47 1,514 △ 1,467

109 27 81

1,789 2,463 △ 673

2,351 2,519 △ 167

840 562 279

5,515 5,877 △ 362

2,476 2,212 265

30,410 31,104 △ 694

12,622 12,631 △ 9

人 件 費 9,142 9,058 84

公 債 費 3,112 3,164 △ 52

扶 助 費 368 409 △ 41

2,644 2,933 △ 289

15,144 15,539 △ 396

補 助 費 等 8,641 8,351 290

貸 付 金 5,051 5,440 △ 389

163 34 129

176 169 6

△ 13 △ 135 122

注：

　　  収入特定財源を差し引いたもの）
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翌年度繰越財源 Ｄ

実質収支＝形式収支－翌年度繰越財源(翌年度繰越額から未

形式収支＝歳入決算額－歳出決算額


　（１）平成19年度一般会計の決算内容につい　　　　　　　　

てみると、歳入決算額は３兆573億円で、　

前年度に比べ、税源移譲の影響による府税
の増加及び繰入金、府債が増加したものの、
税源移譲の暫定措置である所得譲与税の廃

止に伴う地方譲与税の減少及び地方交付税、
商工制度融資に係る償還金等の諸収入が減
少したことなどにより、564億9,200万円、
率にして1.81％減少している。
（２）一方、歳出決算額は３兆410億円で、
　前年度に比べ、知事・府議会議員などの選
　挙費や個人府民税徴収取扱費の増などによ
り、補助費等が増加したものの、公債費な
どの義務的経費、投資的経費及び貸付金等
が減少したことなどにより、693億5,900
万円、率にして2.23％減少している。
（３）形式収支は、163億円の黒字を計上し、
　２年連続の黒字となった。実質収支は、13
　億円の赤字を計上し、10年連続の赤字とな
　ったが、実質収支の赤字額は前年度に比べ
122億円減少している。
なお、財源不足を補填するための減債基
　　金からの借入れは、680億円と前年度の430
　　億円に比べ増加している。
（４）各月の収入支出差引累計額をみると、19
　年4月末から20年３月末までの全ての期間
においてマイナスで推移しており、出納整理期間中にプラスに転じている。資金調達のため、基金等の内部資金の繰替使用を行っているが、それだけでは対応できない日があった場合は金融機関からの一時借入を行っている。平成18年度に比べて資金不足額が減少しているため、一時借入等の外部資金による支払利子の額は減少しているが、内部資金の繰替使用に伴う支払利子は増加している。
（５）特別会計を加えた普通会計ベースでの実質収支も昨年度から比べて120億円減少したものの、7億円の赤字であった。財政構造の弾力性を示す指標である経常収支比率は、退職者の増加や地方交付税の減少などにより前年度の96.6%より6.1ポイント悪化して、102.7%となり、３年ぶりに100％を超えた。
２　総括意見
（１）平成19年度の財政状況については、実質収支は10年連続の赤字となっており、赤字額は昨年度より122億円減少しているものの、歳入の不足額を減債基金からの借り入れで補っており、その借り入れた額は昨年度よりも250億円増加している。
　　また、資金状態についても、年度当初から資金不足になっており、不足分を減債基金等の内部資金や銀行等の外部資金からの借り入れに頼っている状態が続いており、大阪府の財政状況及び資金状況は極めて厳しい状態にある。

　　大阪府は平成20年6月に財政再建プログラム（案）を策定し、財政再建に取り組んでいるが、今後とも、すべての事務事業について経済性、効率性、有効性の観点からそのあり方を不断に見直し、最少の経費で最大の効果をあげるよう努められたい。
（２）ところで、大阪府は平成13年度から歳入不足を補うため、減債基金からの借り入れを行ってきたが、その原資となる減債基金の額を確保するため、平成16年度から平成19年度まで、通常の借換率を上回る借換債を発行した。このような借換債の増発は将来に負担を先送りする手法であり、適切な財政運営の手法であるとはいいがたい。
　　また、このように借換債の増発を行ってきたことが、今まで対外的に説明されていなかった。財政非常事態宣言や平成20年度本格予算の編成過程の公表等により、府民の大阪府の財政への関心はますます高くなっている。今後とも、財政運営に対する府民の信頼回復のためにもより積極的かつ徹底的な財政状況の公表に取り組まれたい。
（３）大阪府では歳入に占める府税収入の割合が高く、中でも法人二税のウエイトが高くなっているが、平成20年度の税制改正では法人事業税が減額され、その分を国税である地方法人特別税とし、それが地方法人特別譲与税として配分されることにより、府税収入が大幅に減少することとなる見込みである。
このように現在の地方税財政制度の下では、大阪府の財政構造は国の地方税財政制度の改正により、大きな影響を受け、非常に不安定なものになっている。

財政再建プログラム（案）でも地方税財源の充実や国と地方の経費負担の適正化を要請していくとされているが、今後とも地方が自らの権限、責任及び財源のもとで必要なサービスを選択し、提供し得る地方税財政制度が構築されるよう、引き続き国への働きかけを積極的に行い、地方による自立的な財政運営がなされるよう努められたい。
３　個別意見
　　　定期監査を通じて、大阪府の財務及び事務事業の執行に関する主要な事項について各部局毎に事情聴取を行うとともに、次の諸点について指摘・指示事項や委員意見として、監査結果に付記した。以下、個別意見として記載する。
なお、指摘・指示事項及び委員意見の詳しい内容については、末尾に「参考資料」として添付した。

（1）歳出関係
・　業務委託、物品購入、財産の借入や工事負担金などの経費支出手続きについて、契約の始期、納品日及び検査日までに決裁及び契約の締結がなされていないものがあった。今後はかかることのないよう、再発防止に努められたい。（全部局）

・　都市整備部出先機関における工事請負契約の変更契約について調査したところ、当初契約において十分に事前の計画・調査を行っていれば変更契約を行わずに済んだものや、変更契約ではなく別途契約を締結すべきであったものが認められた。
また、変更契約が必要であるにもかかわらず協議書で対応していたものなど、事務処理面での不備が認められた。これらについては、今後このようなことが生じないよう、適正な事務処理を徹底されたい。
また、変更契約は安易な取扱いを行えば不適正な事務を発生させるおそれがあるため、決裁文書中の理由記載を適切に行うとともに、ガイドライン等の策定、多様なチェック体制の構築など幅広く対応を検討されたい。（都市整備部）

（2）庶務諸給与関係
・　扶養、住居及び通勤等の手当において、所要事項の確認が不十分であったことなどにより認定を誤っている事例が依然として見受けられるので、受給資格を欠いた場合の届出の徹底などについて職員及び認定事務担当者に周知し、適正な手当の支給を行われたい。（全部局）
・　年次休暇届の管理が不十分であったことから、職員が年次休暇を超過取得し、結果として報酬が過払いとなっているものがあった。今後はかかることのないよう、再発防止に努められたい。（政策企画部）
・　時間外勤務手当について確認したところ、休日及び勤務を要しない週休日に時間外勤務を６時間以上行い、所定の休憩時間を取得したにもかかわらず、時間外勤務実績簿には休憩時間が入力されていない事例や入力誤りの事例があったため、同手当が過払いとなっているものがあった。今後はかかることのないよう、再発防止に努められたい。（総務部）
・　自家用自動車による通勤認定を受けている者のうち、要件に該当しないにもかかわらず認定されているものがあった。今後はかかることのないよう、再発防止に努められたい。（教育委員会）
（3）財産関係
・　学校敷地の上空に、電力会社の電線等が行政財産の使用許可を受けることなく設置されていた。今後はかかることのないよう、再発防止に努められたい。（教育委員会）
・　健康福祉部が所管している引揚者住宅については、設置後60年近くが経過し、当初の設置目的は既に終了したと思われるが、１施設が継続して使用、管理されている。　

また、現在使用者は17戸と当初戸数の約３分の１となり、３分の２が空き地、空き家となっている。

これらについて、財産の有効活用の観点からも早期廃止に向けた取組を進めるとともに、廃止に至るまでの間は、府有財産として適切に管理されたい。（健康福祉部）

（4）その他
・　府立高等学校の普通教室に設置されている情報コンセントの利用状況について調査したところ、１室当たりの平均利用回数が極めて低調であり、調査時点において、情報コンセントを活用するための取組を行っていない学校が多数あった。
このため、インターネットを活用した授業の有効性について、学校の理解を深めるとともに、学校の実情を把握の上、活用事例の紹介や機器の整備に努めるなど、情報コンセントの積極的な活用に向けた更なる方策を検討されたい。（教育委員会）
・　ＰＴＡ会計の使途について、本来公費で負担すべき経費を支出するなど不適切なものがあった。今後はかかることのないよう、再発防止に努められたい。（教育委員会）
・　府立学校が実施する修学旅行において、重大な事件・事故が生じた場合における危機管理体制について調査したところ、旅行実施前に一定の危機回避の措置を講じているものの、実際に事件・事故が発生した場合を想定した対応については、具体的な検討がなされていない状況が見られる。
このため、教育委員会においては、教育委員会及び府立学校が一体となった危機管理体制の構築に向けて検討するとともに、府立学校に対して、緊急時のマニュアルなど、具体的な指針を示し、実効性のある指導を推進されたい。

また、重大な事件・事故の処理に要する経費については、事後において、相当程度、旅行保険で補償されるものの、府立学校が緊急に必要な経費については、教育委員会において措置できるよう、支援体制について検討されたい。（教育委員会）

平成18年度及び平成19年度一般会計決算











